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本研究の 目的 は、 中小企業 にお け るイノベー シ ョン活動 の実態把握 、及 びイ ノベー シ ョンを

生む 出す要因 の解 明に よ り、効果的 なイノベー シ ョン創 出支援 に寄与 する こと、及びイ ノベー

シ ョン ・システ ムを構築す るこ とにあ る。本研究 の成果 は、以下 の よ うにま とめることがで き

る、 多様 な存在 であ る中小企業 のイ ノベーシ ョン創 出活動 を支援す るには、個 々 の企業実態に

即 した支援が必要 であ り、また 、経営者及び企業 の中核 リー ダーの ビジネ スマ イ ン ド及 びICT

ケイパ ビリテ ィを高 め るこ とが重要 であ る。

研究成果の概要(英 文）

ThepurposeofthisresearchistosupportinnovationactivitiesofSMEseffectivelyandto

constructaninnovationsyste皿.Insodoi皿9weinvestigatedthesituationofinnovation

activityandclarifiedthefactorstopromoteinnovation.Weconcludedthatitisnecessaryto

supportvarietytypeofSMEsonthebasisofthestatueofeachfirmandtoencourageoftop

managementandbusinessleader,alsoimproVingICTcapability.
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1,研 究開始当初の背景

(1)施 策実施 による効果 について、数値評価
の重要性が増大 してきた

これまで、政府及び地方 自治体が行 う政策

に対する評価は、施策 を活用 した者の数や、

予算の執行金額など、主にその外形的な側面

から行われてきた。そのため、施策が立案 さ

れたときの本来の目的が、どの程度達成 され

たのかについて、あまり関心は払われてこな

かった。 しかし近年、税制改革や税の活用に

対する消費者意識の高ま りを背景に、施策を

実施することによって得 られ る効果の事前

評価を行い、その結果を施策に反映させ る動
きが見られてきた。

(2)意 欲あふれる中小企業に対す る効果的な
施策が待たれている

1990年 代後半はベ ンチャー企業の創 出支

援に見 られ る新産業 の創 出に対 して多 くの
施策が立案され、実施 されてきた。99年 には

中小企業基本法が改正 され、これまでのよう
に護送船団方式で中小企業の支援 を行 うの

ではなく、既存 中小企業のなかから厳 しい経

営環境を乗 り越え、新たな境地を切 り開こう
と積極果敢 に経営革新 を行 う意欲的な企業

を施策の対象 とす る新たな法律(中 小企業経

営革新支援法)が 制定 ・施行 されることとな
った。

同法の施行後、約7年 を経過 した現在、同

法によ り経営革新の事業計画の認 定を受 け

た中小企業の数は、全国で延づ23,758社

(2006年7月 末現在)に も達成 している。とこ

ろが、これ ら企業の うち付加価値を向上させ

ることのできない企業が700/・強も存在 して
いる(2005年3月 経済産業省調べ)こ とか

ら、真の意味で効果的な施策 とはなってお ら

ず、より効果的な施策が求められている。

(3)中 小企業の経営に関する時系列データが

整備 されていない

どのよ うな施策が効果 的であるのかを解

明するには、既存の統計デー タでは不可能で

あることから、施策利用者に対す るアンケー

ト調査を行い、その糸口を見つけることが一
つの方策となる。 しかし単発的なアンケー ト

調査は一時点での状況を捉えることはでき
るが、それが本来の企業の姿や活動を表わ し

ていないことがある。そのため、同一企業に

対 して時系列でデータを捕捉 してい く必要
があるが、現在の統計ではパネルデータが整

備 されてお らず、こうした分析も実施 されて
いない。

2.研 究の目的

本研究は、近年注目を集めている企業のイ

ノベーション活動の実態を把握 し、効果的に

イノベーションを創出するための方策、すな

わちイノベーシ ョン ・システム構築に向けた

理論的 ・実証的研究である。

その主たる目的は、① 中小企業の経営革新

に関するデータを時系列 に整備す ることに

より、イノベーション創 出に寄与している要

因を解明 し、中小企業を対象に実施 されてい

る施策の課題を検討す る、②経営革新に取 り

組む ことで初期 の目標 を達成 し高成果 を獲

得 している企業 と、期待 した成果を手にでき
ていない企業を比較検討 し、その差異を生み

出す要因を解明す ることにある。

3,研 究の方法

本研 究では、研 究全体 の流れ を理論編 と実

証編 に分 け、実証編 では、総 論 ・データ分析 ・

ヒア リン グ調 査 とい う3つ の方 法 か らアプ

ローチを行 った。

また、イ ノベ ーシ ョンは経営革新の成果 と

して考 える とともに、経営革新 を 「これ まで

の経 営活 動 に よ り蓄積 され た 技術 ・ノ ウハ

ウ ・アイデア等 を活用 し、新 しい事業活動 を

模索 ・実施 す る活動」 とい う広 義 で捉 えた。

(1)【 理論編 】

イ ノベー シ ョン創 出に関す る理論的文献

を レビュー し、経営 資源 の脆 弱な 中小企業

がイ ノベー シ ョン を効果的 に生起 させ る

ことがで き る要 因につ いて検討 を行 った。

(2)【 実証編 ・総論 】

Shumpeterが 指摘 した5っ の新結合、すな

わちイノベ ーシ ョンが創 出され るために求

められ る企業 サイ ドの要因 について、J。e

Tidd,KeithPavitt&JohnBessant(2004)

を中心に検討 した。

③ 【実証編 ・デー タ分析1

中小企業新事業活動促進法(旧1中 小企業

経営革新支援法)の 認 定 を受 けた企 業を調査

対象 と した アンケー ト調 査を実施 し、イノベ
ー シ ョン創 出 に 関す る企業 デ ー タの 収集 を

行 った。 また、調査 は1度 限 りの限定 した

アンケー ト調査 に終 わ るこ とな く、特定の企

業に対 して調 査 を継 続的 に実施す るこ とで、

企 業 の取組 内容 とイ ノベ ー シ ョン創 出 との

因果関係 を解 明す るこ とに した。

(4)【 実証編 ・ヒア リング調 査 】

継続 的 にイ ノベー シ ョンに取 り組 み成果

を上げてい る企業 を抽 出 し、その プロセスや

メカニ ズム を明 らか にす る 目的で実施 した。



4,研 究成果

前述 した研究 目的に基づき、ここではまず

学術誌に公表 された研究成果 を中心に紹介

し、効果的な中小企業のイノベーシ ョン創 出

について、イノベーション ・システム構築の

観点か ら探求する。

(1)業 歴の長い中小企業で、経営革新に着手

しイノベー シ ョン創出を 目指す企業が多 く

見られ る。

我が国では中小企業 のイ ノベーシ ョンに
ついての研究が浅薄であり、その実態 さえ十

分に把握 されていない現状であった。今回の
研究は、中小企業のイノベーション活動の実

態については じめて全 国規模 で調査 した も
のとして位置づ けることができる。その結果、

我が国では業歴 の長い企業がイ ノベー ショ
ンの創出に取組んでいる割合が高く、米国の

ように新 しい企業が積極果敢に新事業開発

やイ ノベーシ ョンに取 り組むの とは対照的

である。 この点を踏まえ、中小企業のイ ノベ
ーシ ョンを促進 させるには、業歴の長い企業
が積極的に挑戦 しやすい環境や施策を用意

する必要がある。
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(2)プ ロジ ェ ク トの 中核 メ ンバ ー の職 歴や

能力がイ ノベ ー シ ョンの成果 を決定づ ける。

シ ュンペ ー ター が提 起 した5つ の新 結合

が どの よ うな状 況 に よ り生起 して い るか を

分析す る と、 「新 しい財 貨 の生 産」及 び 「新

しい生産方式 の導入 」につ いては、 中小企業

の場合 、共通す る重要 な要 因が発 見 され た。

つ ま り、プ ロジェク トの中核 メンバーが企画

開発や製造の経験 を有 してい る こと、また市

場 分析 に優 れ た能 力 を発 揮 で き る こ とで あ

る。人的資源 の制約 のある中小企業 にあって

は、プロジェク トリーダー を人選す る際、こ

れ らの要 素 を兼ね備 えて い る者 を選 任 で き

れ ばイ ノベー シ ョンの生 起確 率 が 高 ま る と

考え られ る。 ただ し、人選 に よ りイ ノベー シ

ョンが保証 され るもの でな く、また プ ロジェ

ク ト遂行 に対 す る経 営者 の理解 と協 力が得

られ な けれ ば実現 で き る もの で ない こ とは

い うまで もない.

(3)ク ラス ター(産 業 集積)内 に立地 してい

る と認識す る企 業で は、プ ロダ ク ト・イ ノベ
ー シ ョンには優 位で ある。

M,ポ ーター は、厳 しい競争 を生 き残 ってい

くには、クラスター が有す る機 能を戦略的に

活 用す ることの必要性 を唱 え、我が国で もク

ラス ター政策 が展開 されて きた。その 際、ク

ラス ター とは、特 定の地域に特定の産業が集

積 し、相互 に機能連携 を図ってい るこ とを指

してお り、一般 的にク ラス ターの内部 に立地

す る企業は市場情報や新技術情報 、顧客 の開

拓 な どで有利 に事業 活 動 を行 え る と考 え ら

れてい る。 しか し、我 が国の よ うに行政が定

め た集積 区域 を1っ の ク ラス ター と して捉

え分析す る と、集積 内 に立地 してい るこ とが

必ず しも経営 に有効 に機 能 しない。 む しろ、

企業経営者がそ うした集積地 に立地 し、情報

や顧 客等 へ の ア クセ スが容 易 と感 じてい る

か 、否かが成 果 を決め てい る とい う結論 を得

た。具体的 には、下記 に示す よ うな分析 を行

っている。

我 々は、集積 内 に 「立地 してい る」、ある

いは 「立地 していない」 とい う経営者 の認知

に より2っ の グループ に分類 し、集積 内外 の

企 業間で経営者 の特徴 、従業員 の特微 と企業

の能力が中小企 業のプ ロダク ト・イ ノベーシ

ョンとプ ロセス ・イ ノベーシ ョンに どの よ う

な影響 を及 ぼす か につ いて 共分 散構 造分析

を用いて解析 を行 った。その結果、両者には

差異があ り、'以下の2点 が判 明 した。

①集積 内 に立地 す る企 業 の方 が プ ロダク

ト・イ ノベー シ ョンには有利 であ る。

②集積 内 の企業で は、経営者 のチ ャ レンジ

志 向が製品力の 向上 に貢献 してお り、結果的

にプロダ ク ト ・イ ノベ ーシ ョンを高 めてい る。

これは集積 内で は、新規事業やプ ロジェク

トを行 うパー トナー が存在 してお り.従 業員

の協力 に加 えて、経営者が これ らと協働す る

こ とでプ ロダク ト・イ ノベー シ ョンを起 こ し

ている と考 察でき るか らであ る.

さらに、産業 クラスター の構成要 素である

大学 と産 業 ク ラス ターの メ リ ッ トで あ る資

金 支援 の受 けやす さが産業 ク ラス ター内 の

中小企業 のプ ロダ ク ト・イノベー シ ョンにプ

ラスに影 響 して い る こ とも共 分 散構 造分析

か ら確認 で きた。

M,ポ ー ターは、集積 内での企業間の競争 と

協調に よ り、個 々の企業の レベル ア ップが図

られ、他 にない競争 優位性 を持つ こ との重要

性 を指摘 したが、本分析結果 は、集積内 に立

地 しない企業で あっても、自 らが集積 内に立

地 してい る との認識 で行 動す るこ とに よ り、

同質の 成果 が得 られ る こ と明 らか に した も

のである。

(4)ICTケ イパ ビリテ ィがプ ロセ ス ・イノベー

シ ョン を促進 し、成果 を もた らせ る。



企業 は ヒ ト ・モ ノ ・カネ といった経営資源

を有 してお り、その有機 的な活用 によ り組織

目的 を達成す る。近年 、その活動 を強化す る

もの として、ICTが 注 目を浴びて いる。 しか

し企業 では、多額 のICT投 資 を行 ったものの、

それ を有効 に活 用 で きて いな い企 業 が少 な

くない。つ ま り、工CTを 使 いこなす には、組

織 として一 定 の能 力 を有 して い る必要 が あ

り、それ をな くしてICTを 活用す る ことはで

きない。ICTを 活用す るこ とに より、①顧 客

や 取 引先 との間 での ビジネ スニー ズの認識

と理解 の促進 、②他 の取引先や顧 客 との コラ

ボ レー シ ョン促進 、③ コー デ ィネ ー ト機能 、

④市場 リス ク回避 、等 が期 待 でき、我 々は、

こ うした 工CTを 活用す る能力 をICTケ イパ ビ

リテ ィと名付 けた。そ して、 このICTケ イパ

ビ リテ ィが イ ノベー シ ョンの創 出 に及 ぼす

影響 について解析 を行 った。

そ の結果、ICTケ イパ ビ リテ ィは、① 中小

企業 の経営成果 を向上 させ る とともに、ステ
ー クホル ダー との結 び つ き をよ り強化 にす

る役割 を果た している。 また、②ICTケ イパ

ビリティは、プロセ ス ・イ ノベー シ ョンを促

進 させ る役 割 を果 た し高成 果 を もた らす こ

とが判 明 した。

組織能 力がICTケ イパ ビ リテ ィを規 定 し、

その 工CTが プ ロセス ・イ ノベー シ ョンに影響

を及 ぼ して い る との 仮説 に基 づ く解析 は見

られず、この分 野における新 たな発 見で ある

と考 えられ る。

この よ うに、本研 究のイ ンプ リケー シ ョン

として、中小企 業において効果的 にイ ノベー

シ ョンを創 出す る方 策 が 見 えて きた点 に あ

り、理論 と実践的活用 を兼ね備 えたイ ノベー

シ ョン ・システム の構築が可能 であ ると考 え

る。
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